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令和５年度 市の決算と財政状況
決算は９月６日開会の市議会定例会で審議されています。

財政課（市庁舎５階、☎65・4106）問い合わせ

　市の会計には、一般会計のほか、国民健康保険
会計や介護保険会計、ばんえい競馬会計など、全
部で６つの特別会計があります。
　特別会計は、利用者が負担する保険料や使用料
などが主な財源で、収入と支出の関
係を明確にするため、一般会計と区
分して経理を行っています。
　特別会計の決算額は右表のとおり
です。

　自治体の財政状況を示す指標として、４つの健
全化判断比率があります。各自治体にはこれらの
指標の公表が義務付けられています。（右記）
　帯広市の財政は、いずれも早期健全化基準を下
回っており、健全な状況を維持しています。しか
し、高齢化の進行などに伴う社会保障費の増加や、
公共施設の老朽化に加え、物価高騰への対応など
の課題があり、今後も厳しい財政状況が続くこと

が予想されます。
　限られた財源の中で、事
業の選択と集中を図りなが
ら、将来を見据えた各種施
策の推進に取り組み、まち
づくりを進めていきます。

市ホームページID.1003561

令和５年度決算のページは
10月２日以降に公開予定
です。

・〈　〉は前年比。
・歳出の各項目には関係する職員の給与費を含めています。

一般会計の収支

特別会計の収支

これからの帯広市の財政

歳　入

総額917億9046万円〈１億5982万円 〉

　令和４年度と比較して、市債などが増加した一方、
国庫支出金などが減少しました。
●市　　　債：公営住宅建替事業費や体育施設
　　　　　　　整備費などが増加。
●国庫支出金：新型コロナウイルス感染症対策
　　　　　　　関係交付金などが減少。

歳　出

　令和４年度と比較して、民生費や教育費などが増加
した一方、商工費や衛生費などは減少しました。
●民生費：価格高騰重点支援給付金給付費などが増加。
●教育費：大空地区義務教育学校整備費や動物園施設

整備費などが増加。
●商工費：空港整備費などが減少。
●衛生費：新型コロナウイルス予防接種費などが減少。

総額902億5213万円〈６億7488万円 〉

【歳入と歳出の差引額】
　令和５年度中に完了せず、
令和６年度に繰り越した事業
の財源8974万円もここに含
まれています。
　これを除く実質的な黒字額
は、14億4859万円でした。

表　一般会計と特別会計の決算

会計区分 歳　入 歳　出 翌年度繰越
事業財源 実質収支

一般会計 917億9046万円 902億5213万円 8974万円 14億4859万円

特

別

会

計

国民健康保険会計 160億3276万円 159億5962万円 − 7314万円
後期高齢者医療会計 28億4098万円 27億3471万円 − １億627万円
介護保険会計 170億4103万円 164億9989万円 − ５億4114万円
中島霊園事業会計 4511万円 4511万円 − −
ばんえい競馬会計 572億4728万円 571億1533万円 − １億3195万円
駐車場事業会計 2562万円 2310万円 − 252万円

合　　　計 1850億2324万円 1826億2989万円 8974万円 23億361万円

実質公債費比率の推移 将来負担比率の推移
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令和５年度　黒字決算のため、算出なし

令和５年度　８.２％（健全な状況）

　市の標準的な収入に対して、普通会計※１の実質的
な赤字額がどのくらいの割合を占めるかを示す指標。

①実質赤字比率

　一般会計などが負担する長期の借入金の返済や
それに準ずる支出が、市の標準的な収入に対して、
どれくらいの割合を占めるかを示す指標。 

③実質公債費比率

令和５年度　黒字決算のため、算出なし

令和５年度　２２.２％（健全な状況）

　実質赤字比率に、その他の特別会計や企業会計
の実質的な赤字額も含めて算出した指標。

②連結実質赤字比率

　一般会計などが抱える実質的な負債の残高が、
市の標準的な収入に対してどれくらいの割合にな
るのかを示す指標。

④将来負担比率

市税
市民・法人が納めた税金
232億9365万円
〈１億3991万円⇧〉

市税
市民・法人が納めた税金
232億9365万円
〈１億3991万円⇧〉

国庫支出金
国からの補助金など
200億1235万円
〈４億1144万円⬇〉

国庫支出金
国からの補助金など
200億1235万円
〈４億1144万円⬇〉

地方交付税
国からの交付金
153億4962万円
〈860万円⇧〉

地方交付税
国からの交付金
153億4962万円
〈860万円⇧〉

諸収入
貸付金返還金や給食費など
104億4447万円
〈１億3844万円⬇〉

諸収入
貸付金返還金や給食費など
104億4447万円
〈１億3844万円⬇〉

道支出金
道からの補助金など
62億6311万円
〈１億5936万円⇧〉

道支出金
道からの補助金など
62億6311万円
〈１億5936万円⇧〉

市債
長期的な借入金
32億2219万円
〈４億1869万円⇧〉

市債
長期的な借入金
32億2219万円
〈４億1869万円⇧〉

その他
施設使用料や財産収入など
132億507万円
〈1686万円⬇〉

その他
施設使用料や財産収入など
132億507万円
〈1686万円⬇〉

歳 入 民生費
福祉や生活保護など
374億3177万円
〈９億3865万円⇧〉

民生費
福祉や生活保護など
374億3177万円
〈９億3865万円⇧〉

教育費
学校教育・生涯学習などの経費
93億1886万円
〈８億8805万円⇧〉

教育費
学校教育・生涯学習などの経費
93億1886万円
〈８億8805万円⇧〉公債費

借入金の返済費
80億2876万円〈１億166万円⬇〉

公債費
借入金の返済費
80億2876万円〈１億166万円⬇〉

土木費
道路や公園などの整備
70億80万円〈６億9823万円⇧〉

土木費
道路や公園などの整備
70億80万円〈６億9823万円⇧〉

商工費
産業・観光などの振興
61億9036万円
〈13億7345万円⬇〉

商工費
産業・観光などの振興
61億9036万円
〈13億7345万円⬇〉

総務費
庁舎管理や防災など
59億4933万円
〈２億5447万円⇧〉

総務費
庁舎管理や防災など
59億4933万円
〈２億5447万円⇧〉

農林水産業費
農業振興や土地改良など
43億5756万円〈３億191万円⇧〉

農林水産業費
農業振興や土地改良など
43億5756万円〈３億191万円⇧〉

衛生費
予防接種やごみ処理など
41億9474万円〈７億3855万円⬇〉

衛生費
予防接種やごみ処理など
41億9474万円〈７億3855万円⬇〉

消防費
消防や救急など
34億2718万円〈4953万円⬇〉

消防費
消防や救急など
34億2718万円〈4953万円⬇〉

議会費や諸支出金など
43億5277万円
〈１億4324万円⬇〉

議会費や諸支出金など
43億5277万円
〈１億4324万円⬇〉

歳 出

※１ 普通会計…全国の自治体の財政状況を比較するための会計基準。帯広市では一般会計に中島霊園事業会計を加えたもの。
※２ 早期健全化基準…財政破綻を防止するために設けられた危険水準を示す。４つの健全化判断比率のうち、１つでも基準を上回ると、財政の健全化に取り組む必要がある。


